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○○  独独立立行行政政法法人人国国立立博博物物館館のの概概要要  

 

【法人本部事務局】 

１．目的 博物館を設置して、有形文化財を収集し、保管して公衆の観覧に供するとともに、こ

れに関連する調査及び研究並びに教育及び普及の事業等を行うことにより、貴重な国民

的財産である文化財の保存及び活用を図る。 

２．定員 ８人 

２．予算 ３５４，５６９(単位：千円) 
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【東京国立博物館】 

１．目的 わが国を代表する博物館として、日本を中心にして広く東洋諸地域にわたる文化財に

ついて収集・保管・展示、調査研究、教育普及事業等を行う。   

２．土地・建物                       （㎡） 

 

 ３．定員 １２７人 

４．予算 ２，５５２，８９４(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

土地面積 １１８，８０１（柳瀬荘含む） 

建 ２１，３２７ 建物 

 延 ６８，７８７ 

展示面積 計 

収蔵庫面積 計 

１９，３４８ 

   ７，６２９ 

本館       建 

         延 

展示面積 

収蔵庫面積 

   ６，６０１ 

  ２２，４１６ 

   ７，３４６ 

   ４，４５６ 

表慶館      建 

         延 

      展示面積 

   １，０９１ 

   ２，０４９ 

   １，１８２ 

東洋館      建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

   ２，８９２ 

  １２，５３１ 

   ４，８０４ 

７６２ 

平成館      建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

   ４，８６３ 

  Ⅰ７，９８１ 

   ４，５５４ 

   ２，１１９ 

法隆寺宝物館   建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

   １，９３４ 

   ３，９５９ 

   １，４６２ 

     ２９２ 

 

展示館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他      建 

    延 

   ２，５５１ 

   ３，１６３ 
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【京都国立博物館】 

１．目的 平安時代から江戸時代に至る京都文化を中心とした文化財について、収集・保管・展

示、調査研究、教育普及事業等を行う。 

２．土地・建物                       （㎡） 

土地面積 ５１，８５３ 

             建 １１，７４１ 建物 

 延 ２５，２７４ 

展示面積 計 

収蔵庫面積 計 

５，０８７ 

   ３，８７４ 

新館       建 

         延 

展示面積 

収蔵庫面積 

   ２，４６５ 

   ８，６４２ 

   ３，０１７ 

   １，１６３ 

本館       建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

   ３，０１５ 

   ３，０１５ 

   ２，０７０ 

     ８０３ 

事務庁舎     建 

         延  

    ９８０ 

   ２，４５９ 

管理棟      建 

    延 

    ５９０ 

 １，９５４ 

資料棟      建 

    延 

     ４１４ 

   １，１２５ 

文化財保存修理所 建 

    延 

     ７２８ 

   ２，８５６ 

技術資料参考館  建 

    延 

    １０１ 

３０４ 

東収蔵庫     建 

    延 

収蔵庫面積 

１，０８４ 

１,９９６ 

１，４１２ 

北収蔵庫     建 

         延 

収蔵庫面積 

３１０ 

６８２ 

４９６ 

 

展示館 

 

 

 

 

 

その他 建 

    延 

   ２，０５４ 

２，２４１ 

３．定員 ４２人 

４．予算 １，３７１，７６２(単位：千円) 
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【奈良国立博物館】 

１．目的 仏教美術を中心とした文化財について、収集・保管・展示、調査研究、教育普及事業

等を行う。 

２．土地・建物                       （㎡） 

土地面積 ７８，７６０ 

             建   ６，７３１ 建物 

 延 １９，５３９ 

展示面積 計 

収蔵庫面積 計 

３，６０９ 

２，００４ 

本館       建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

１，９７２ 

   １，９７２   

   １，２６１ 

      ０ 

本館付属棟    建 

         延 

      展示面積 

     ３４１ 

     ６７７ 

     ６７７ 

東新館      建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積 

   １，８２５ 

   ６，３８９ 

     ８７５ 

   １，１８７ 

西新館      建 

         延 

展示面積 

   １，６２０ 

   ５，８５６ 

   １，４７３ 

仏教美術資料研究セン

ター       建 

         延 

 

     ７１８ 

     ７１８ 

文化財保存修理所 建 

         延 

３１９ 

   １，０３６ 

地下回廊     建 

         延 

      展示面積 

収蔵庫面積          

   ２，１５２ 

   ２，１５２ 

    ２１７ 

    ３３０ 

 

展示館 

 

 

 

 

 

その他      建 

         延 

     １０４ 

    １０４ 

３．定員 ３４人 

４．予算 １，０７５，６１１(単位：千円) 
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【九州国立博物館（仮称）設立準備室】 

１．目的 我が国の文化形成において影響のあったアジア諸地域との文化交流の歴史を全国的な

視野から扱い、それらの文化財について、収集・保管・展示、調査研究、教育普及事業

等を行う。 

２．定員 １６人 

３．予算 ２１０，１５２(単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

添付資料 

・機構図 

理事長                   本部事務局  

       理事（３） 

                       東京国立博物館  

    監事（２）    京都国立博物館 

  奈良国立博物館 

                       九州国立博物館(仮称)設立準備室    
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・運営委員会委員名簿 

（五十音順、敬称略） 

氏   名 現     職 備      考 

井 内  慶次郎 財団法人日本視聴覚教育協会会長  

上 野  尚 一 朝日新聞社社主  

海老沢  勝 二 ＮＨＫ会長  

木 村  尚三郎 財団法人トヨタ財団理事長  

清 水    司 東京都教育委員会委員長  

鈴 木  嘉 吉 財団法人仏教美術協会理事長  

辻 村  哲 夫 独立行政法人国立美術館理事長  

長 岡    實 財団法人資本市場研究会理事長  

永 井  路 子 作家  

西 川  杏太郎 横浜美術短期大学長  

野 村  吉三郎 全日空会長  

平 山  郁 夫 東京芸術大学長  

福 原  義 春 資生堂名誉会長  

藤 井  宏 昭 国際交流基金理事長  

湯 浅  利 夫 宮内庁長官  

 

 

・外部評価委員会委員名簿 

氏   名          現      職 

小 林  忠 学習院大学教授 

蓑    豊 大阪市立美術館長 

木 村 重 信 兵庫県立美術館長 

    藤 好 優 臣 公認会計士 

    横 里 幸 一 ＮＨＫ事業局長 
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・評議員会委員名簿 

東京国立博物館評議員会評議員名簿（平成１４年度） 

（五十音順、敬称略） 

氏      名 現          職 

飯 村   恵 一 台東区長 

井 内  慶次郎 財団法人日本視聴覚教育協会会長 

海老沢  勝 二 ＮＨＫ会長 

神 田  秀 順 寛永寺住職 

木 村  尚三郎 財団法人トヨタ財団理事長 

清 水    司 東京都教育委員会委員長 

内 藤  幹 夫 台東区立忍岡中学校長 

永 井  路 子 作家 

長 岡    實 財団法人資本市場研究会理事長 

西 川  杏太郎 横浜美術短期大学長 

野 村  吉三郎 全日空会長 

平 山  郁 夫 東京芸術大学長 

福 原  義 春 資生堂名誉会長 

丸 山  祐 樹 JR 上野駅長 
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京都国立博物館評議員会評議員名簿（平成１４年度） 

（五十音順、敬称略） 

氏      名 現          職 

朝  尾    直  弘 京都橘女子大学文学部教授 

上  田    正  昭 京都大学名誉教授 

上  野    尚  一 朝日新聞社社主 

内  山    武  夫 京都国立近代美術館長 

肥  塚        隆 大阪大学総合学術博物館長 

澤  田    ふじ子 作家 

中  川    久  定 財団法人国際高等研究所副所長 

仲  田    順  和 総本山醍醐寺執行長 

楢  崎    彰  一 名古屋大学名誉教授 

西八條        實 株式会社島津製作所相談役 

久  田    宗  也 表千家理事 

藤  澤    令  夫 京都大学名誉教授 

三  浦    小  春 元名古屋造形芸術大学教授 

村  田    純  一 村田機械株式会社代表取締役社長 

鷲  塚    泰  光 奈良国立博物館長 
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奈良国立博物館評議員会評議員名簿（平成１４年度） 

（五十音順、敬称略） 

氏      名 現          職 

青 山   茂 奈良学研究家 

石 毛 直 道 国立民族学博物館長 

大 野 玄 妙 聖徳宗管長、法隆寺住職 

樫 山 和 民 宮内庁正倉院事務所長 

金 関   恕 天理大学名誉教授 

木 村 重 信 兵庫県立美術館長 

興 膳   宏 京都国立博物館長 

阪 本 道 隆 株式会社南都銀行 取締役会長 

田 代   和 近畿日本鉄道株式会社 取締役会長 

丹 羽 雅 子 奈良女子大学長 

橋 本 聖 圓 華厳宗管長 東大寺別当 

葉  室 頼 昭 春日大社宮司 

町 田   章 奈良文化財研究所長 

山 崎 しげ子 随筆家 

矢和多 忠 一 奈良県教育委員会教育長 
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２．運営 

○方  針 

・ 国民のニーズに配慮した事業の展開 

・ 国立博物館に親しむ制度・企画の展開 

・ 効率化の推進体制及び運営基盤の確立 

 

○実  績 

①法人のトップマネジメント 

・ 国民のニーズに配慮した事業の展開 

ア、ワールドカップ開催関連事業の推進：日本美術の流れ展（東博）、英文解説の掲出（京博）、解

説ボランテイアによる英語解説・館内ツアー（奈良博） 

イ、 柔軟な運営：開館日の増・柔軟な開館時間の設定 

   （東博）○ゴールデン・ウイーク、夏休み期間中の月曜日を開館。年末年始のうち１２月２６

日から２８日、１月２日・３日開館 

       ○４月～９月の共催展・特別展の開催期間中の金曜日２０時まで開館する。 

     （京博）○「大レンブラント展」開催中の年末年始（１２月２９日から１月３日）を開館。さ

らに通常休館とする月曜日等のうち１１月５日及び１２月２４日は、開館とする。 

○共催展・特別展期間中、毎金曜日は２０時まで、その他は１８時まで開館する。 

   （奈良博）通常休館日の月曜日のうち４月３０日、８月１２日、３月３日、３月１０日を開館 

          （奈良の年中行事に合わせて）  

 

・ 国立博物館に親しむ制度・企画の展開     

ア、 常設展の活性化方策の検討 

イ、 小中学生の常設展観覧料の無料化 

ウ、 ボランテイアの活性化：解説ボランテイアの導入、自主企画活動への重点化 

エ、 各種イベントの開催 

   （東博）ＢＭＷ、マスターカード等企業イベントへの協力。 

       クラシックコンサートの開催 

   （奈良博）クラシックコンサート・ジャズコンサートの開催 

 

・ 効率化の推進体制及び運営基盤の確立 

ア、 効率化推進のため、職員の意識改革を企図した研修を実施 

      新任職員の研修、企業会計の研修、研究職員研修（経験年数３年以下）、服務関係研修 

イ、 博物館活動の活性化、弾力化、効率化を図るため、東京国立博物館の組織改革の検討に着手 

ウ、 危機管理（組織運営、防火・防災・防犯体制の見直し、検討に着手） 

  オ、運営基盤の確立 

     【支援団体の設立・地域との連携】 

       （東博）賛助会員制度の発足・運営、友の会制度の見直し、台東区・東京都との連携検討 
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       （京博）（社）清風会との連携、（社）京都市観光協会事業へ協賛 

       （奈良博）「結の会」の設立。賛助会員制度の設立検討 

 

     【資産の活用】 

       （東博）茶室の貸し出し・庭園の一部開放、知的財産権の活用・デジタルデータの有料提

供（TNM Image Archives） 

       （京博）茶室の貸し出し 

       （奈良博）「結の会」の協力による茶会の実施 

②特記事項 

評価結果への対応 

  評価結果の通知を受けた（１０月９日）後の役員会（１１月１１日）において、「評価への対応」

を指示した。 

  指摘事項における問題点の現状分析を的確に実施し、 

① 友の会等１４年度当初から実施を目途とするもの 

② ２４時間空調のように東京文化財研究所等他機関との連携検討が必要で時間を要するもの 

③ 危機管理のように可及的速やかに対処できる部分と時間を要する部分が混在するもの 

等仕訳をし、四館連絡協議会で検討に入るよう指示をした。 

  また、文化財の収集活動に大きく寄与する税制の課題については、文化庁や国立美術館との一層の

連携協力を図りつつ進めることとしている。 

 

 

○自己点検評価 

【指示】 

   独立行政法人の２年度目にあたり、「初年度は、走りながらの事業運営であったが、２年度は、独

立行政法人  

 国立博物館の方向性を示す大事な年度であり、独立行政法人の特色を念頭に入れ、従前から述べている

所であるが、施設利用を例に取ると、国有財産の使用許可ではなく、博物館の施設を広く活用をしてい

ただくのが目的で、その使用については、対等の契約関係になったということを踏まえ、自らを意識改

革して業務に取り組むよう。」との指示をした。 

【意見聴取】 

  役員会（４回開催）、運営委員会（２回開催）、外部評価委員会（３回開催）を開催し、監事・運営

委員・外部評価委員より意見を伺い、柔軟な運営・地域との連携等に反映させることができたことも大

きな成果であった。 

【評価】 

理事長として掲げた「国民のニーズに配慮した事業の展開」、「国立博物館に親しむ制度・企画の展

開」、「効率化の推進体制及び運営基盤の確立」の１４年度の運営方針は、実績欄に記述したとおり着

実に実施する事ができた。マスコミ等からも良い意味で「博物館が変わった。」との論調も得ており、

「来館する度に、博物館が変わっている。」という印象を国民に与えられたことは、経営戦略の一つと

して成功したものと考えている。 
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○特筆すべき実績 

① 年度計画になかったワールドカップ関連事業を短期間で企画・実施できたことであり、国立の

時では考えられず、運営費交付金の利点と職員の意識改革が着実に浸透している結果と考えて

いる。 

   ② 小中学生の常設展観覧料の無料化により、小中学生の常設展入館者は、１３年度約７万５千人

のところ１４年度は約９万６千人で、２万１千人の増（対前年比１２８％）となり、博物館に

親しんでもらうための第一段階の取り組みとして着実に成果を上げた。 

 

【課題】 

   平成１３・１４年度は、経営努力をし収入見込み以上の収入を得た。剰余金は、通則法第４４条第

３項積立金として承認された。１４年度、更に次年度以降も同様の取扱いを願っている。 

博物館は、展覧会の収入状況に左右され、財政の安定化を図ることは、厳しい状況である。経営戦

略を練るには、個別法第１２条による積立金の処分にあたっては、法人にインセンテイブが働くよう

措置することが必要である。 
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３．財務 

中期計画 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

   収入面に関しては、実績を勘案しつつ、外部資金等を積極的に導入することにより、計画的な収支

計画による運営を図る。 

  また、管理業務の効率化を進める観点から、各事業年度において、適切な効率化を見込んだ予算に

よる運営に努める。 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

   短期借入金の限度額は、８億円。 

   短期借入が想定される理由は、運営費交付金の受入れに遅延が生じた場合である。 

Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 

     京都国立博物館新館を取り壊し予定。 

Ⅵ 剰余金の使途 

   決算において剰余金が発生した時は、次の購入等に充てる。 

 １ 文化財の購入・修理 

 ２ 調査研究、出版事業の充実 

 ３ 企画展等の追加実施 

 ４ 入館者サービス、情報提供の質的向上、老朽化対応のための施設設備の充実  

○実  績   

１．短期借入金  実績なし 

２．重要な財産の処分 実績なし 

３．剰余金 

 ①平成１４年度の剰余金申請額 約３４５，３０７千円（税抜き額）（収入目標以上額） 

 ②法人の経営努力により生じた理由 

各館において集客力のある共催展を企画し、入館者の増加及び目録等の販売増を計ることができ

た。 

東京国立博物館では、友の会会員の新規会員獲得に努めたこと、新たに飲料自動販売機、臨時喫茶

店を開設し手数料を得たこと、新たに音楽イベントを実施してチケット販売を実施したこと等により

収入予算額２９１，９６２千円に対して１１５，４４２千円増の４０７，４０４千円となった。 

京都国立博物館では、刊行物の委託販売所を１ヶ所から８ヶ所に拡大しこと、特別展覧会開催期間

中年末年始（１２月２６日から１月３日）を開館したこと、入場者の状況に応じて開館時間を早めた

こと及び閉館時間を延長したこと等により入館者が大きく増加し収入予算額８９，２６０千円に対し

て１４５，８５６千円増の２３５，１１６千円となった。 

奈良国立博物館では、音声ガイドの貸出手数料の増に努めたこと、音声ガイド作成の協力料を得た

こと、夏期講座の参加者増を図ったこと、施設の積極的な貸出に努めた。入館者が大きく増加し増加

し収入予算額１８７，４１５千円に対して１０４，７４１千円増の２９２，１５５千円となった。 

 

 ③剰余金の執行状況  
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１３年度剰余金は、１５年度において業務の拡充、施設の改修のために執行する予定である。 

４．運営費交付金債務 

 ①金額 ２２１，８５４千円  

 ②内容  

   業務の効率化による節約により生じたもの、また、効率的な組織の構築、より有効な施設・設備の

利用のための改修工事を計画したが、展示事業及び他の改修工事との関連から年度内に計画策定が終

了しなかったため、着工の延期等により生じたものであり、１５年度において執行する予定である。 

   東京国立博物館では、庭園・茶室の改修費に２１，０００千円、各展示棟の改修費に４０，１１０

千円、表慶館改修のための調査費に１６，３２０千円、組織改正に伴う施設改修に５６，７００千円、

バリアフリー、乳幼児対策その他の施設の改修費に３２，３３０千円を使用する予定である。 

奈良国立博物館では、７，００６千円を施設の修繕費として使用する予定である。 

 

 ③前年度の運営費交付金債務の執行状況 

 東京国立博物館では、２４７，２６５千円を陳列品の購入、常設展の充実のための経費、施設の改

修等に充当した。 

 京都国立博物館では、１７，６８３千円を事務所移転経費、消防設備改修等に充当した。 

 奈良国立博物館では、７５，８８１千円を西新館空調改修工事に充当した。 

５．自己収入 

① 予算   

収入予定額      ５６８，６３７千円 

収入額        ９３９，１７８千円 

支出に充当した額   ５６８，６３７千円 

残額         ３７０，５４１千円 

 ②自己収入を充当した事業 

   各館の平常展経費に５５６，０９６千円、特別展業務費に４，６２１千円、調査研究事業費に４，

６１８千円、教育普及事業費に１４９千円、一般管理費に３，１５３千円を充当した。 

６．外部資金の獲得状況 

 ①件数 

科学研究費補助金 １９件 

研究助成金 ２件 

寄附金 ４５件 

 ②金額 

科学研究費補助金 ９４，６７０千円 

研究助成金     ６，０００千円 

寄附金      ４３，３７９千円 

７．特記事項  

① 人件費は、職員の増、予定外の退職手当の支出により支出予定額２，１２６，７３３千円に対して

２７，４２６千円増加し、２，１５４，１５９千円の支出となった。一般管理費は、支出予定額１，

０３４，５４６千円に対して４０２，４２２千円の支出となり、展覧事業費は、支出予定額１，３
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８２，６７２千円に対して１，９３２，１４６千円の支出となった。これは、展覧事業費により支

出した保守料、光熱水料費が、予算上一般管理費に計上されているためである。 調査研究費は、

支出予算額４２４，６２２千円に対して５２，９７６千円減少し、３７１，６４６千円の支出とな

った。教育普及費は、支出予算額１１８，２５７千円に対して６６，０３５千円減少し、５２，２

２２千円の支出となった。九州国立博物館（仮称）設立等準備事業費は、支出予算額１７０，１５

２千円が計画どおりに執行された。 

 

○自己点検評価  

【良かった点、特色ある点】  

  京都及び東京国立博物館での雪舟展をはじめ、各館において積極的に共催展を実施したことにより、

入館者の増を図りそれに伴い収入の増加を図ることができた。また、施設の貸出等の独法化により新た

に開始した事業も１４年度においては更に利用件数が拡充し、収入増の要因とすることができた。収入

面においては１３年度を遙かに上回る成果を得た。 

  奈良国立博物館の西新館空調設備改修に必要な財源を法人全体で捻出し、設備の危機的状況を回避す

ることができた。 

 

【見直し又は改善を要する点】 

  展覧事業費と一般管理費のように支出予算の事項と実際の支出事項が異なる場合があるため、実際の

支出事項に合わせる形で支出予算を修正する必要がある。 

  

 

 

財務諸表の経年比較表                    単位：千円 

         期別 

       事業年度 

区分         

第１期 

第１事業年度 

第１期 

第２事業年度 

経常費用 4,095,207 4,399,092 

経常収益 4,223,094 4,757,200 

当期総利益 127,887 345,306 

臨時損失 - 46,086 

臨時利益 - 33,285 

総資産 150,132,970 157,000,333 

純資産 148,374,425 155,125,339 

資金期末残高 1,125,510 2,946,720 

行政サービス実施コスト 7,101,504 6,194,248 
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４．人事 

中期計画 

１ 人事に関する計画 

 (1) 方針 

    ① 職員の計画的、適正な配置と人事交流の推進等を図る。 

    ② 事務能率の維持・増進を図る。 

      1) 福利厚生の充実 

      2) 職員の能力開発等の推進 

 (2) 人員に係る指標 

     常勤職員については、その職員数の抑制を図る。 

 

○方  針 

① 職員の計画的・適正な配置と人事交流の推進等を図る。 

 ② 事務能率の維持・推進を図る。 

 

○実  績 

１．職員の計画的・適正な配置 

    平成１３年度の独立行政法人化に伴い改正された組織を、より柔軟な博物館の運営が円滑に行な

える組織とするため、職員の適性・能力及び年齢構成など総合的に勘案し、新規での採用（一般職

２名、研究職５名）や他機関との人事交流を含めた職員の計画的な人員配置を行った。なお、研究

職員については、公募により優秀な人材の確保に努めた。 

    東京国立博物館においては、国民のニーズに即応したきめ細やかなサービスの提供を充実するた

めに、地域連携及び社会連携の推進等を担当する部署の設置、研究系組織の在り方等を含めた組織

の見直しを検討している。 

２．人事交流の推進 

    事務職員については、法人本部及び各館において他機関（東京大学、京都大学、大阪大学等）と

の人事交流を実施し、人材の確保及び組織・人事の活性化を推進するとともに、適材適所の人員配

置を行っている。また、法人内での人事交流についても、本部事務局と各館との交流を行っている。 

研究職員については、文化庁との人事交流を行っている。 

（人事交流者数） 

独 立 行 政 法 人 国 立 博 物 人  数 

本 部 事 務 局   ３名 

東京国立博物館   ９名 

京都国立博物館  １３名 

奈良国立博物館   ６名 

九州国立博物館（仮称）設立準備室   ２名 

計  ３３名 

  



 - 17 - 

３．事務能率の維持・増進 

    博物館の職員としての資質の向上を図るため新任職員や研究職員を対象とした各種研修などを

実施し、更に他機関で実施する研修にも積極的に参加した。 

    職員の事務能率の発揮及び増進の観点から各館においてレクリエーションを実施した。 

  

４．職員数 

独立行政法人国立博物館 定  員 

本 部 事 務 局   ８名 

東京国立博物館 １２７名 

京都国立博物館  ４２名 

奈良国立博物館  ３４名 

九州国立博物館（仮称）設立準備室   ８名 

計 ２１９名 

              

 ５．特記事項 

    役員の報酬及び退職手当については、社会情勢等を勘案し、報酬は１２月１日、退職手当は５月

１日 

   より引き下げることとした。 

 

○自己点検評価 

[良かった点、特色ある点] 

  ・ 新規採用者及び人事交流者を含めた職員の適正な人員配置を行ったことにより、より業務を円滑

に行うことができることとなった。 

  ・ 他機関との人事交流を活発に行い、組織及び人事の活性化の推進に貢献している。 

  ・ 各種研修の企画及び実施により、博物館の職員としての資質の向上を図るとともに、修得した知

識等を業務に反映させることができた。 

  ・ レクリエーションを実施することにより、職員相互の親睦、リフレッシュ及び事務能率の増進を

図るうえで有益なものとなった。 

 

 [見直し又は改善を要する点] 

  ・ 東京国立博物館においては、博物館の運営及び業務の充実を図るため、地域や企業との連携を一

層推進していくため担当部署の設置、調査・研究及び博物館業務をより効率的に行うために研究系

組織の在り方等を含め総合的に検討していく必要がある。 

  ・ 組織の活性化等のため、他機関等との人事交流の推進や専門的業務の持続性を維持していくため

の知識や経験を備えた適任者の確保について、更に検討していく必要がある。 
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５．施設 

中期計画 

京都国立博物館 

 百年記念館（仮称）新営工事 

 東山区役所土地購入 

 仮設収蔵庫 

の施設・設備に関する計画に沿った整備を推進する。 

なお、上記のほか、九州国立博物館（仮称）展示工事、施設・設備の老朽度合等を勘案した改修（更

新）等が追加されることがあり得る。 

 

○実  績 

１．京都国立博物館百年記念館（仮称）関連整備 

  平成１３年度繰越分として、仮設事務所の建築、電気、機械の改修工事を１２４，１７７千円で実施

し、平成１４年度分として、噴水設備工事を５０，７０６千円で実施し共に完了した。 

２．東山区役所土地購入 

  ６年計画の３年目として、６６２．５㎡を２１７，３００千円で購入した。 

３．仮設（東）収蔵庫は、平成１４年９月１１日追加出資された。 

４．九州国立博物館（仮称）設立等準備 

  展示基本設計に基づき展示実施計画を行い、実施設計を策定した。３７件の展示資料の借用交渉、３

件のレプリカ作製、５０件の資料の修理を実施した。福岡県と運営等に関する具体的な協議を進めた。

国際シンポジウムを開催し４００人が参加した。また、データベースの作製等を実施すると共にホーム

ページを立ち上げた。 

５．奈良国立博物館西新館空調改修工事 

  昨年度に引き続き、１５５，４００千円で工事を実施し改修工事を完了した。 

６．特記事項 

  常時安定した空調の実施を含めた設備の改修についての検討を開始した。 

 

○自己点検評価 

【良かった点、特色ある点】 

  東山区役所土地購入、九州国立博物館（仮称）設立等準備については、計画どおりに進捗している。 

【見直し又は改善を要する点】 

  京都国立博物館百年記念館（仮称）の建設については、財政的な理由から今後の計画が未確定の状態

が続いていることは、京都国立博物館の展覧事業の計画、法人全体の運営計画に与える影響が非常に大

きいことから、早期に建設計画を確定し計画的な運営を可能とすることが重要である。 

  九州国立博物館（仮称）については、平成１７年度開館に向けて、ハード・ソフトの両面において検

討、整備すべき多くの事項を有しており、必要な予算措置が望まれる。 

  奈良国立博物館西新館空調は、法人全体の努力により危機的状況を改善することができたが、重要文

化財を含む建物等の維持管理のために、計画的な予算の確保が今後の大きな課題と考える。 
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６．総評 

【総括】 

  平成１４年度国立博物館総入館者数は約２３９万人で、１３年度を約７４万人上回った（対１３年度

比約１４５％）。 

  また、自己収入は、収入予定額５６８，６３７千円を３７０，５４１千円上回った。 

  これは、東京の「雪舟展」、京都の「大レンブラント展」、奈良の「東大寺のすべて」展という知名

度の高い大展覧会が、予想を上回る実績を上げたところによると考えられる。 

  これに象徴されるように、１４年度の国立博物館の収集・保管、公衆への観覧、調査研究、教育普及、

九州国立博物館（仮称）の設置準備、その他の入館者サービス、施設整備の諸事業は、幾つかの定量的

目標値を下回るものがあったが、 概ね或いは十分に所期の目的を達成した。 

  １４年度事業における特色は、次のとおりである。 

① 柔軟な事業運営 

ワールドカップ開催に伴う関連事業の企画・実施を契機として、年度計画では視野になかっ

た企画の実施、外国人観覧者へのガイドツアー等外国人観覧者へのサービスを実施した。本企

画展示が好評で、常設展に活気を与えたところから、常設展の活性化の方法として企画性を全

面に出すことの検討や外国人観覧者が博物館を観覧することにより「日本人のアイデンテイテ

イー」を知ることができる展示、また、外国人観覧者へのサービスの向上や外国人観覧者の集

客方法について、引き続き検討することとした。   

   ② 発展的取り組み 

基本的性格を「京都文化」の京都国立博物館、「仏教文化」の奈良国立博物館と特化してい

る両館にあって、京都における「大レンブラント展」の開催、奈良における「中国古代青銅器」

寄贈受け入れのように、守備範囲の拡大化に取り組んだことである。これらについては、博物

館により多くの方に親しんでもらうため、或いは国民のニーズに照らし、更に国際交流への貢

献等その趣旨を吟味しつつ、取り組んで行くこととする。 

   ③ 渉外活動の増大 

国立博物館に親しんでもらう取り組みとしてのコンサートや「企業イベント」への協力が、

マスコミに取り上げられ、年度計画以上の渉外活動の量的拡大が顕著であった。 

   ④ 教育普及 

教育普及において、小中学校の「総合的学習の時間」の導入に伴い、国立博物館への協力要

請が多く寄せられた。 

 

【課題】 

   １４年度事業自己点検評価における主な事業活動における課題と文部科学省評価委員会１３年度

評価への取り組みは、次のとおりである。 

   （●：自己点検評価、○：文部科学省評価） 

     大きな課題として、東京国立博物館の組織改革の検討を行った。東京国立博物館は、独立行政

法人への移行時に大きな改革をしたところであるが、さらなる国民への質の高いサービスの提

供、柔軟な組織運営を図る等独立行政法人の使命を果たすことを企図とし、１５年度発足を目途
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として検討に着手した。 

     事業等における課題は、次のとおりである。 

① 収集・保管 

   ○税制問題：本部事務局と文化庁で今後の進め方を相談 

    ○温湿度・照明の設定条件、九州国立博物館（仮称）・京都国立博物館百年記念館の空

調設備 

や収蔵庫の構造、２４時間空調問題、保存カルテや修理データの共通規格によるデー

タベース化：国立四館で協議中 

② 公衆への観覧 

   ●常設展を活性化するための方策を検討  

      ○自主企画展の広報のあり方：各館で協議 

 ○海外交流展について、共催者又は開催地のニーズの把握：１５年度実施奈良国立博物

館で対応 

        ○混雑対策：各館で具体的にどのような工夫ができるか検討。（観覧時間の柔軟化、観

覧券売場の案内誘導の充実、テントの設置、入場制限、作品位置の調整、期限付き

招待券の導入を検討） 

○展覧会に関する対費用効果やアンケートの分析、教育的効果が十分に発揮されるよう

予算の確保：各館で検討 

        ○貸与件数の増加：各館で検討 

     ③調査研究 

○研究成果について、より広く国民が利用できる媒体を用いる。：各館で検討 

      ○外部研究者との交流を引き続き幅広く実施：各館で検討 

     ④教育普及 

        ●地域との連携が中心となっているが、全国或いは国外に発信出来うるような取り組み

の検討 

        ●学校教育機関・地方公共団体との連携強化等戦略的取り組みの検討  

○国立博物館として果たすべき役割の検討、友の会活動・博物館実習生の受け入れにつ

いては、目的の明確化と内容の見直し：各館で検討、友の会は１４年度見直し・１５

年度新方式実施 

   ⑤その他 

        ●渉外機能の充実の検討。東京国立博物館で１５年度渉外課発足 

●国際化戦略。留学生対応の検討・外国人観覧者へのサービスの検討 

○的確に入館者のニーズを把握し、きめ細かなサービスの提供。その際、優先順位をつ

けメリハリのあるサービス：各館で優先順位をつけるための仕組みを検討 

○特に、より一層、外国人にも親しまれるための改善が必要：各館で国際化戦略を検討。 

東京国立博物館１５年度より東京都の外国人向け施策とタイアップ「ウエルカムカー

ド」を１５年度から実施 

 


